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Ｉ　租税論の位置と本稿の課題

　１　加藤教授の研究領域

　本稿は・租税論を中心として加藤睦夫教授の学説の評価に迫ろうとする試み

である 。租税論は・教授の学問体系の一翼をなすとともに，租税を資本主義の

経済的諸関係の総体に位置づげるという方法に貫かれている 。だから，われわ

れはまず，教授の研究全体の概観とそこにおげる租税論の位置を明確にしてお

く必要がある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４８）
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　きわめて広範囲の領域にわたる教授の学問上の営為は，首尾一貫した方法に

裏付げられ，壮大な体系をなしている 。その全体的評価は今後の検討に待つへ

きであるが，膨大な業績は，内容的にほぼ次の五つに分類できると思われる 。

一つは，目本財政論である 。占領期，高度成長期およびその破綻の局面，激し

い変動のもとにおかれた１９７０年代後半から８０年代後半の今日に至るまで，この

テーマは系統的に追求されてきた。第二の領域は，租税論，第二は地方財政論

てある 。第四は，現代資本主義財政論であり ，いわぱ第一～第三の領域の研究

を基礎として，秒成 ・確立された 。

　第五の領域は，目本経済論たいし目本資本主義分析である 。教授の財政学研

究は，分析のレベルを皮相な現象的ないし制度論的把握にとどまらせることな

く， 問題の経済的基礎や経済的性質の解明にまで掘り下げることをつねとして

いる 。この点をいうは易く ，実際になし遂げることは至難であるカミ，同教授の

研究においてこのレベルをこえていないものはたい。その意味では，教授の財

政学研究は，高い水準の経済学的内実を備えてきたとい ってよいのである 。し

かるに教授は昭和５０年代の中葉以降，財政問題の経済学的研究から一歩踏み出

され，目本経済論たいし，緊密化する国際関係をふまえた目本資本主義分析に

正面から取り組まれるようになる 。この領域の業績は，すでに論文数本に及び ，

現在，１９７０年代から１９８０年代を包括した目本資本主義研究をまとめる作業にあ

ると聞く 。われわれはそのあかつきには，同教授の財政学および経済学研究の

一つの到達点を見い出すことができるであろう 。

　これら五つの領域は，相対的な独立性をもつとはいえ，部分的に重なりあい ，

相互関連をもちつつ一つの理論体系をなしている 。たとえぱ国と地方の税源配

分論，地方税論，ひいては租税負担の配分論などは，すく“れて租税研究に属す

るが，同時に地方財政論の業績でもある 。また教授の租税研究は，単にこれを

主題とした業績にとどまらず，他の多くの論稿業績の随所で見い出される 。わ

れわれは，租税理論の評価を試みるさいに，この点をつねに念頭においておか

なげればならない 。

（５４９）
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　２　本稿の課題

　教授が租税研究の領域においても，わが国を代表する学者の一人であること

は， 学問上の立場を異にする人々も等しく認めてきた。それは，教授の租税に

関する業績がわが国の租税研究のレベノレを飛躍的に高めるとともに，今目たお

強大な学問的影響力を保持しているからに他ならない
。

　教授の租税研究の歩みは，時期的には次の五つに分げられ，各々の代表的論

稿は以下の如くである 。（巻末に教授の業績一覧があるので論文 ・著書名，年代のみ

を記す）

　第１¢１９５３，「税および徴税機構」

　　　◎１９５９，「現行地方税体系の間題点」

　第二　１９６０，「資本蓄積の租税構造論」

　　　＠１９６４，「租税」

　第三◎１９６５，『図説 ・国家と経済』（雄澤杜刊）

　　　　１９６６，「シャウプ勧告を契機に確立された戦後地方財政制度」

　　　¢１９６７，「法人課税の発展史的考察」

　　　＠１９６８，「土地課税と土地税制」

　第４　１９７２，「町税制度の間題点と改革の方向」

　　　＠１９７３「現代税制と所得課税論」

　　　◎１９７４，「租税論」

　　　＠１９７６，『目本経済の財政理論』（青木書店刊）

　第５＠１９７８，ｒ財政改革論」「国と地方の財政関係論」

　　　＠１９８２，「民主的財政改革の道」

　　　＠１９８７，「総合累進課税制度を破壊する中曽根『税制改革』」

　ここからわかるように，教授の業績は租税論のほぼ全領域におよぶ。そこに

は， 骨格，構想にとどまるものが含まれるとはいえ，その多くは未踏の課題を

解決したか，その方向を示したものである。われわれは，租税理論におげる教

授の学問的貢献と後代の研究者が批判的に摂取すべき理論の魂を明らかにする

ために，次の三点ないし三つの角度から，教授の業績に迫りたいと考える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０）
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　第一は，「シャウプ勧告」（１９４９）の評価に関する研究である 。その成果は ・

包括的かつ批判的評価を与えたものとして，現在では戦後目本税制研究の一基

調とな っており ，この業績によっ て教授は学界における確固たる地位を築かれ

ることにな った。（主として業績　　　）

　われわれは第二に，１９６０年代から７０年代にかけて形成 ・確立された現代租税

論の特質を明らかにする 。わが国のマノレクス主義的たいし批判的財政学の租税

論は，大内兵衛教授によっ て礎石をすえられ，戦後島恭彦教授なとによっ て発

展させられた。やや思い切っていえば，教授の研究はこの系譜の理論を格段に
　　　　　　　　　　　　１）
発展させたものだといえる 。（業績¢　¢◎６＠）

　租税研究の後半期というべき７０年代以降，教授は雄大な構想をもっ た現代税

制批判の方法論を構築し，それを基礎として民主的税制改革論を展開する 。こ

の問題はすぐれて論争的な性格をもち，最終的な決着は一定の歴史的期間を要

するであろうと思われる 。この紹介と私なりの評価を与えることが，本稿の第

三の課題である 。（業績＠　◎＠＠＠）

　われわれはここで次の点をことわ っておきたい。教授の租税研究の立場はつ

ねに地方税の問題を視野に入れたものであり ，また地方税に関する論稿も多数

にのぼる 。教授の租税論全体を検討するためには，地方税の評価が欠かせない 。

ところカミ地方税論の取り扱いは複雑であり ，広範囲の間題領域を含む。それは

地方自治，税源配分論，事務配分論を含む国と地方の行財政関係などの諸問題

と関連づげて把握せねぱならない。したが って本稿では地方税について・教授

の租税論の基本内容を理解するのに必要な限りでふれるにとどめ，別の機会に

まとまっ た彬で論じたいと考えるのである 。

　　 １）大内兵衛教授の租税論は，『財政学大綱』（中巻，１９３１年）に示されている 。島

　　　恭彦教授の租税論の到達点は『財政学概論』（１９６３年）であるとみなされる 。加

　　　藤教授の所説は，両教授の成果を受継ぎ，それを発展させたものだと評価できる

　　　のである 。

（５５１）
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皿　歴史的業績としての「シャウプ勧告」の評価

　１　勧告の本質論

　シャウプ税制勧告（１９４９年，Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｎ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｔａｘａｔｉｏｎ）およびそれがわが

国税制に与えた影響の評価は，戦後目本税制論の最大のテーマである 。加藤教

授がこれに確定的な解答を与えたことは，租税理論の生成期におげる最も重要

な業績の一つであ って，その意義は，はかり知れないほと大きい。第　に，戦

後から高度成長期にかげての租税構造，したがってまたその税制史の解明は ，

シャウプ勧告をとのように評価し，位置つげるかにかか っている 。第二は，第

一の問題と不可分であるが，勧告は，カーノレ ・シャウブ教授その人の租税理論

を基礎とするとともに，勧告自体，一つの体系的な租税理論をなしていること

に関連している 。この体系全体の構図を描き出すことたくして，勧告の意図や

個別税制の役割を把握することはできたい。しかるに，シャウプ勧告は雄大な

構想をもち，しかもそれは教授によっ て論断されたように，同時に壮大なフィ

クショソの体系でもあ ったために，その科学的な分析は困難をきわめていたの

である 。

　シャウプ勧告の目的は，地方税を含む「日本におげる恒久的た租税制度の構

図を画くこと」（勧告序文）にあ った。地方税に関しては，国と地方の税源配分

や財政関係なと地方財政全般の問題がとりあげられ，地方自治の財政基盤の確

立を意図していた 。

　教授が同勧告をまとまっ た彩で論 １じたのは，論文「資本蓄積の租税構造論

シャウプ勧告の評価によせて一」（第一論文，ｒ立命館経済学』９巻４号，１９６０年）と

論文「租税」（第二論文，財政学講座第３巻ｒ日本財政の構造』所収，１９６４年）である
。

両論文の基調は全く同じ。であるが，叙述の観点，構成を異にする 。則者は，勧

告のねらいたる高度の資本蓄積税制がとのような理論構成によっ てうちたてら

れているかということに焦点をあて，その角度から叙述されている 。これにた

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５２）
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いして後者は，勧告そのものの構成に即し，所得税，法人税のそれぞれについ

て・ 両者の不可分の関連に留意しつつ，勧告の分析およぴ勧告以降の税制改正
　　　　　　　　　２）
の展開を主題とした 。

　！ヤウフがめさした税制構想には，楯の両面ともいうへき主要な二つの側面

がある ・一つは，法人税のあり方に代表される資本蓄積税制であり ，他の一つ
は・ 個人所得税の総合累進課税に示されている合理的課税の側面である 。勧告

を理解するキィポイソトは，両者の論理的関連を正当に評価することにある
。

これは端的には法人税と所得税の関連を基軸とする全税制の有機的関連の問題

と表現してもよいが，その解明は実に至難の課題であ った 。

　勧告税制の資本蓄積的性格は，それまでも多くの論者が認めていた。代表的

なものは，２５劣の配当控除を中心として，法人の超過所得税の廃止，受取配当

非課税なとに代表されるｒ法人擬制説」の採用，これに加えて，資産再評価に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）よる減価僕却費の増大をもっ て資本蓄積の構造とみていた。しかし教授は，そ

のような理解が再評価問題を別とすると ，主として配当所得の優遇策に資本蓄

積の要請を綾少化してとらえるものであり ，勧告に脈打つ蓄積のための税制構

造を包括的に把握するものとは到底いえないとして，次のテーゼを対置する 。

「ノヤウプ勧告で打ち出された資本蓄積の租税構造の核心は，法人なかんずく

大法人（法人一般ではなく ，なぜ大法人といわねぱならないかは後述）の内部蓄積の

優遇にある 。」（第一論文，４０～４１ぺ一ジ）ｒ具体的には近代会計理論の税法への

導入のための基礎構築を行 った」（同，４２頁）。

　第二の側面たる所得税の総合累進課税について，それが配当控除その他に多

くの問題はあるとしても，所得の総合的把握，したがって累進負担を実質化

（最高税率を５５％に押えたうえでのことではあるが）しようとする点で，非常に徹底

したものであることは事実である 。しかし，勧告の本質を把握するうえで重要

なことは・所得税におげる徹底した態度というものが実は法人課税の緩和とい

う勧告の中心課題と表裏一体のものとして打ち出されている点にある 。肝要な

ことは・両者が有機的に結合していることである 。この関係を正当に評価でき

ずに，勧告が累進課税原則をあたかも孤立的に追求していると考えるならぼ
，

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５３）
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それは勧告の全容を見失わせるもとになる 。教授自身は次のように述べていた 。

「総合累進課税は，資本蓄積の要請と決して対立した関係にあるのではなく ・

したが って両者の調和にシャウプ勧告の苦心の存するところを見るのではなく ・

資本蓄積の租税構造のなかに，否むしろそれを強化するものとしてさえも ，個

人所得税の総合累進課税が組込まれている 。」（第論文，４１べ一ソ）

　再説すれぱその要点は，資本蓄積のための租税構造の核心を法人とりわげ大

法人の内部蓄積への課税の優遇に求め，これと全税制との関連を理解すべきだ

としたことにある 。そしてかかる租税論理が勧告において，どのようにして組

み立てられているか，ということの解剛こ全精力を傾げたのである 。

　２　勧告の理論構造と日本税制への影響

　教授の所説の骨格は次のように要約されている 。「法人税所得税住民税

体系，つまりいうところの所得税体系において，勧告の思想の主要な柱を求め

れぱ，いわゆる法人擬制説あるいは法人源泉課税説，キャピタノレ ・ゲイソ全額

課税制度，および個人段階の所得税の綜合累進課税とい った間題をあげること

ができる 。　　重要な点は，実はこの二者が一体とな って，法人課税の優遇を

導入する勧告の論理構造がつくりあげられているということである 。つまり第

一に法人擬制説というフィクショソ，第二にキャピタノレ ・ゲイソ課税を通じ・て

の法人の内都留保把握というフィクンヨソ，この二つの，とい ってもこの二つ

はきわめて緊密にむすぴついて一つの壮大なフィクンヨソに仕上げられている

が， この二つのフィクショソに基礎をおき，個人段階での所得の綜合累進課税

の厳密た執行を前提として，これが成立している 。　　さらに注、鼠を要するの

は， 法人課税の優遇を根拠づける同じフィクショソが，大法人と小法人の差別

課税を生み出す論理として作用している点にある 。」（第一論文，４２ぺ 一ジ）

　勧告の評価を確定的にした第一のポイソトは，法人擬制説のもっ た本質的意

義を究明したことである 。法人課税の擬制説的構成の役割はそれまで，古典的

な二重課税問題の枠のなか，あるいはせいぜいその周辺で把えられるにすぎな

かっ た。 ところが教授は，その精髄こそ大法人の内部蓄積に対する課税の優遇

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５４）
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を導くうえで甚だ都合のよいフィクショソであり ，かつ強力な武器であ ったと

考える 。とうしてそうなるか。擬制説の根本思想は，法人を株主の集合体と考

え， 法人所得を株主の所得に分解して課税関係を構成するところにある 。この

論理のもとで，法人の留保：所得は未分配の株主の所得と観念され，法人所得は

すべて株主の所得として税体系のなかに位置つげられる 。勧告における法人課

税の構成は，これを　般的土台として導出された。一方では，課税に関して企

業の利潤計算はそれほど重要なことではなく衣り ，大ざっぱな課税と所得計算

機構の緩和への道を開く 。教授の表現によれぱ，「法人課税の基礎を企業の実

体計算におくことをやめて，株主段階の所得の把握にその基本ライソを移し」

（第一論文，４６べ一ジ）「法人ぱ独立の課税客体でたいという思想をもととして ，

　　・法人の所得計算機構にまでこの大ざっぱな課税の性格がおし及ぼされてく

る」（同上，４９ぺ一ジ）ことになる 。他方では，相対的に軽度の法人税税率，配

当課税の優遇，資産再評価による減価償却費の増大など法人の負担を軽減する

諸措置が提案される 。

　これらの諸点は，詳細かつ厳密な論理性をもっ て具体的に分析されているが ，

次の二点にかぎ ってふれておく 。一つは，低い定率課税の問題である 。一面で

は法人税が個人所得税の源泉課税たるにすぎないということから，税率の水準

は単なる税務行政上の便宜の問題にな ってしまう 。他面で ，勧告が税率の具体

的基準としたのは，平均株主の考え方であり ，法人税の税率は，個人所得税の

中位の税率か，さらに低い水準でよいという帰結となる 。大ざっぱな源泉課税

率として未配当利益を含めて３５劣という低率の比例税率を設定したのは，この

ようた論理を前提としていた。第二に擬制説的課税の構成は，外資優遇の構造

を内包するものであり ，外資に適合的な恒久的税制の樹立をめざすという勧告

の意図の一つに沿うものであ った。というのは，外国法人の獲得した利潤が低

い源泉税のみで，目本政府の課税外にかんたんに逃れることを可能にするから

である 。この間題も，教授の指摘をまっ てはじめてあるべき位置にすえられた 。

　シャウブ勧告評価を決定的ならしめた教授の第二の功績は，キャピタノレ ・ゲ

イソの全額課税と全税制とりわけ法人課税との有機的関連の問題を正当に位置
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つげ，その虚構性を疑問の余地たく明らかにしたことである 。この問題は勧告

白身に一よっ て， 所得税＝法人税体系の精髄であり ，税制改正プ ログラムの礎石

であるとされていたが，それまでの所説では本来の位置を与えられることなく ，

教授が批判されたようにいくつかの基本的欠陥があ った。第一に，法人擬制説

はこのキャピタル ・ゲイソ全額課税の裏付げをえてはじめて，その機能を有効

に発揮しうるシステムにな っているにもかかわらず，擬制説的な法人課税の構

成が事実上この問題と切り離されてとりあげられてきた。第二に，その重要性

に着目したとしても，それはたかだか個人所得税の総合累進課税の徹底としか

理解されなかった。第三に，この間題を多少とも税制相互の関連でとりあげよ

うとする場合にも ，法人企業と個人企業の租税負担の調整の問題，すなわち法

人秒態を利用しての組織的脱税防止の手段に解消してしまうものであ った 。

　教授にあ って，この問題が勧告の全税制の核心たる役割を果たすのは，株式

譲渡所得課税が企業の内部留保捕捉のシステムとして位置づげられていること

による 。このことは，留保所得についても株主への課税が企業利潤課税に転化

することを意味し，これによっ て擬制説的法人課税はその最重要点で補強され ，

仕上げられることに他ならなか った。キャピタノレ ・ゲイソの全額課税による内

部留保捕捉という想定がフィクショソであることは，教授によっ て明快かつ詳

細に論証されているが，それらは割愛し，フィクショソ規定のみ次に引用する

にとどめる 。「法人は株主の利潤獲得の手段であるという擬制説的見方がノヤ

ウプによっ て極度に拡大され，キャピタル ・ゲイソという株主段階におげる利

得の増大を把握することによっ て， 値上りの原因である法人の内部留保の捕提

が可能であるという擬装にまで至 った」（第二論文ｒ租税」，１４４ぺ一ジ）。 シャウ

プ的法人課税の特徴たる企業経理の可及的是認，低い法人税率の決定，税率緩

和の重要な一環としての住民税の免除等々は，このフィクショソの強力な支え

を得て一層徹底したものとなる 。とくに注意すべきことは，これを前提とした

企業利潤算出過程の緩和措置（棚鉤資産の経理，修繕費の取扱い，減価償却方法の選

択， 貨倒準備金の設定などにあたっての企業計算の是認）がきわめて広汎な領域に及

ぶことである 。それは，キャピタノレ ・ゲイソの全額課税が関所とな って，経理
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方法の操作による不当な脱税手段をチ ヱックしうる ，と考えることにもとづく 。

　われわれはこれまで，何らの限定もつけずに展開してきたが，勧告における

法人課税軽減の論理構造と具体的提案は，法人　般にたいするものでたく １大

小法人差別課税の論理をその基礎に内包していた。これに正当た光をあてたこ

とは教授の第三の功績だといえるヵミ，その所説は概略次の如くである 。勧告に

は論理の出発点に，差別課税を生む二つの見方が存在する 。一方では・法人は

財源を求める立法者にとっ て魅力的な存在であり ，ほとんど大した根拠も理論

もなくして重い課税が行われているとみる 。ここから，法人を不当な重税から

解放する税制の恒久的土台の構築がはかられる 。他方で法人彬態は，個人がこ

れを利用して行う組織的脱税の重要な手段とみて，脱税防止の恒久的手段こそ

税制の核心とならなければならないとされる 。勧告は・これら二つの見方とそ

の対策を特有の方法で法人税制に結合する 。この結合は多くの矛盾を避けられ

ないが，客観的には大小法人の差別課税の構造をつくり出したのである 。

　教授によれば，差別課税を必然的にもたらす理論的支柱は１第一に法人擬制

説， 第二にキャピタノレ ・ゲイソの全額課税による内都留保掩捉の想定・という

二大 フイクシヨソに他ならない。擬制説の特質は，法人を株主の集合体に分解

して課税関係を構成することにあるから，そこでは企業単位間の租税負担のバ

ラソスという考慮が一切排除される 。そのために超遇所得課税１つまり収益の

高低による差別的税率の撤廃が提案されるとともに，小法人にたいする軽減税

率適用への道がふさがれる 。定率課税または比例税率は１それ自体安定的な高

利潤をあげうる独占企業に有利に，浮沈の激しい中小法人に不利な逆進的性質

をもつ 。

　さらに留保所得の累積額への利子付加税が，差別課税に転化する 。それが不

可避となるのは，留保所得を３５劣という低率課税で打切るとき・法人企業と個

人企業の税負担の差か大きくなるだけでなく ，法人組織を利用し・内部蓄積と

いう彩で課税を免れようとする大株主の脱税機会を増大させるからである 。こ

こでも実際には，総含所得の大きい大株主層にたいして大衆株主が，あるいは

外資たどの大株主を含む大法人にたいして小法人が，概ね逆進的に大きい利子
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負担を負う 。このような傾向からすれば，しかも大所得に有利なｒ大ざ っぱな」

課税方法を採用したとき，中小法人の利子付加税はむしろ逓減すべき性質をも

つにもかかわらず，逆に法人を脱税組織に利用する機会を塞ぐという理由をあ

げて・一定額をこえる同族会杜の留保所得に対する年利相当６劣という高い利

子付加税が提案されたのである 。

　キャピタノレ ・ゲイソ全額課税による内部留保捕捉のフィクシヨンが大小法人

差別課税に結果する構造は・教撞によっ て次のように説明される 。一方で，株

式譲渡所得の機会は大法人の株主に多く ，株価の上昇も市場価格を通じて容易

に把握できるから，このフィクンヨソが大法人の場合，より一層適合するかの

ようにみえる ・これを課税の前提とすれぱ，大法人を中心として企業利潤の算

出過程を把握することはそれほど重要なことではなくなり ，そこでは損益計算

の可及的緩和の効果が最大限発揮されることになる
。

　これと反対に・中小同族法人は市場を通じた内部留保の自動的捕捉機構を欠

くから・税務行政はこれらにたいしてより厳しい態度で臨まねぱならないこと

が要求されることにな私そのうえ，キャピタル ・ゲイン全額課税による内部

留保捕捉のシステムが多少とも有効性を発揮するのは，創立，解散，譲渡等々

のさいであるが・その機会は明らかに中小法人の場合に多い。この場合はとり

もなおさず・譲渡所得の形で実現した企業の内部留保への全額課税となり ，既

に課税された法人税や留保利益への利子付加税と一重にならさるをえない。こ

のような根拠をふまえて，教授はｒ法人源泉課税説とキャピタル ・ゲイソ全額

課税制度を基礎として構築された法人税軽減の全体系が，同族的中小法人の場

合には・必ずしも租税負担軽減の機構として十分に働かないばかりか，この二

つのフィクンヨソの結合が逆に一重課税として，差別的課税の役割を果たす」

（第一論文，６２ぺ一ジ）ことが多い，と結論づげたのである 。

　教授による勧告の評価と批判の第四のポイソトは，総合累進所得税＝所得税

中心主義の位置づげ・またはシャウプ的公平の特質を明確にすることであ った 。

この間題が重要論点の一つであることはいうまでもない。教授の考え方はこの

節の冒頭で言及したが，独自の功績というべきは，勧告が構想した全税制にお
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げるその役割，より具体的には資本蓄積の租税構造と公平な税制との関連がと

のようにして組立てられているかを解明したことにある 。所得税制度はたしか

に「全国民が支払う税」として大衆課税の性格を濃厚にもたされていたが，同

時にそれは垣久的税制の中核として確立するために，高額所得層を含んで税務

行政の合理的べ一スの保障を高度に要求された。しかし間題をこの角度からみ

るだげでは不十分であ って，もう一つの重要側面である所得税と法人税の関係

が正当に評価されたげれはならない。再ご指摘したように，所得課税のノヤウ

プ的構成は，個人所得税の確立と法人課税の全面的軽課を楯の両面としている 。

肝要なのは，後者が前者の確立を前提とし，それに支えられていることであ っ

た。 課税の完結を個人段階の所得称こゆだねる法人擬制説のもとでは，個人所

得税の課税が適正であれはあるほと ，源泉課税的前取りの性質をもつ法人税は

相対的に軽度のものでよいとされる 。株主へのキャピタル ・ゲイソ全額課税に

よる内部留保捕捉というフィクシ ョソが，法人軽課の論理を一層発展させた点

はすでにみた。まことに教授のいうごとく ，「厳密な所得税の総合課税の要求

は， 実は法人軽課それも大法人軽課という高度の資本蓄積税制のキィポイソト

として設定されている」（第二論文，１４０ぺ一ジ）のであ った 。

　シャウプ的公平の特質も当然そのようたものとして理解しなげれぱならない 。

法人所得を株主の所得に分解するノヤウプにあ っては，株主所得の段階で税負

担のハラソスを実現することこそ重要であり ，株主とは独立の実体をもつ企業

のレベノレで負担の公平をはかるという思想を欠いていた。つまり勧告には個人

企業の所有者と法人企業の株主との問の租税負担の均衡という思想はあ っても ，

個人企業と法人企業との間の公平という立脚点はたい。「前者におげる均衡の

努カが実は後者におげる不均衡を生み出す構造とな っている」（第一論文，５０ぺ

一ジ）ところに，教授はシャウプ的公平に特有の性格を見い出したのである
。

　！ヤウプ勧告は，それ以降の目本税制に非常に大きな影響を及ぽした。その

影響はか淀り複雑であり錯綜しているが，教授は第２論文の後半部分で，この

問題を理路整然と余すところなく解明した。その総括的結論は，次の叙述につ

きている 。「勧告は『合理的税制』の奥底に，本質的に明確に，強度資本蓄積
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と外資支配の税制を打ち出している 。勧告以降の税制は，一面ではシャウプに

よっ て切り開かれたｒ近代的』強度蓄積の税制方式に力を得，これを受げつぎ

拡犬させたという性格を同時にもっ ている 。もちろん，そのやり方は独占の強

蓄積の局面にふさわしい
‘‘

次りふり構わぬ
’’

という徹底した形をとり ，ンヤウ

プによっ て用意された諸税制の関連はハラバラに分解されているが，その基盤

は案外勧告税制の論理構造そのものに含まれている」（第２論文，１４６～１４７ぺ一

ジ）。

　教授の学説は，今日すでに定説としての地位を獲得しているとい ってよいが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
一部の論者になお異論ないし不同意がある。勧告の本質が高度の資本蓄積税制

にあることを否定し，とくに法人税の構造を中立的だとみなす見解が，その代

表的なものである。それは現在までのところ，教授の所説にたいする疑間の域

にとどまっ ており ，教授によって克服された諸見解にかわる新しい評価が理論

化されて提出されているわげではない。そこではまた，勧告以降の税制の変化

は， シャウプ税制の解体過程であるか，シャウプの合理的税制からの逸脱とし

て把握されることになる 。だが，そのような見方は，現実の認識を根本的に誤

まるというほかはないであろう 。

　　２）第２論文ｒ租税」は所得税と法人税のそれぞれについて勧告の意図や論理構造

　　　を明らかにするという叙述の方法をとっ ている 。これとかかわって，教授の評価

　　　はともすれぱ勧告の一つの特質を一面的に強調しているのではという印象をもつ

　　　人があるかも知れたい。その場合には何人も教授の第１論文を併せて一読すべき

　　　である 。それは勧告の意図とそのよっ てたつ理論構成全体の間題を主題として解

　　　明しており ，そのような印象はふ っしょくされるというべきであろう 。

　　３）　当時の代表的論者，林栄夫教授が念頭におかれている 。同教授の『戦後目本の

　　　租税構造』（１９５８年）はシャウプ勧告についても重要な労作であ ったが，そのよ

　　　うな隈界をもっ ていた 。

　　４）宮島洋，藤田晴両教授らが疑間や不同意を表明しているが，その限りであ っ

　　　て，全面的な批判を展開しているわげではない。宮島教授は法人税の部分につい

　　　て批判を試みている（「シャウプ勧告の評価」，『目本の財政』所収，１９７３年）が
，

　　　そのポイソトはｒ勧告された損益計算機構を可及的緩和の措置と特徴づげている

　　　こと」に向げられている 。同教授は，さらに。近著（『租税論の展開と目本の税制』

　　　１９８６年）において，次のように断定している。「法人税においては原則として租
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税特別措置をすべて認めず，税率を一本化した，いわぼ中立的法人税を勧芦 して

います
。」

皿　現代租税論の彩成

　１　方法的特質

　加藤教授の租税研究は，ほぽ二つの時期に区分できる 。その一は，１９６０年代

を中心とする時期で，いわぱ租税理論の形戎 ・確立期にあたる 。ここでは，現

代租税論の基礎研究とその応用たる目本税制の分析を主たる業績とする 。その

二は，１９７０年代であり ，ここでは国独資税制批判の方法論および税制改革論に

完成度の高い独自の理論を樹立する 。

　租税論への教授の主たる関心は，目本を中心として高度に発達した資本主義

国の税制にあ った。現代の税制は国際的には，第一次世界大戦前後から１９３０年

代にかけて形成され，第二次大戦以降に高度の展開を遂げた。研究の出発点と

なる教授の基礎認識は，論文ｒ租税」（１９６４年）の冒頭で次の４点にまとめられ

ている 。第一に，現代に特徴的な財政膨張に対応して租税負担が高い水準で垣

常化していること 。第二に，所得課税（所得税，法人税）を基幹税制とし１国に

よっ て程度のちがいをもちつつ問接諸税，財産税が前者を補完補強する構成を

とっ ていること 。第三に，所得税 ・法人税を中心に税制全体を通じて，租税負

担の激しい大衆化か進行していること 。第四に，高額所得層 ＝大資本家およぴ

独占的な企業への課税の優遇に集中的にあらわれる高度の資本蓄積税制，すな

わち租税政策による独占の高度蓄積の促進という特徴的な構造である 。教授は

研究の前半期に論文「租税」（１９６４年，以下６４年論文と呼ぶ）およぴ『図説 ・国家

と経済』（１９６５，６５年論文）の第３ ，第４編において，現代税制論の構想，構図

を示し，ついで論文「法人課税の発展史的考察（上）」（未完，１９６７，６７年論文）
，

ｒ現代税制と所得課税論」（１９７３，７３年論文）において，基軸税制たる所得課税

に関する理論をまとめられた 。
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　これら一連の論稿には１二つの方法的特質が貫徹している。第一に，租税の

生成展開の法則性を資本主義的諸関係の矛盾をはらんだ総体とのかかわりにお

いて解明する 。これは次のことを意味する 。特定の租税や税制度の生成展開が ，

資本主義の発展およびそれに照応した財政のあり方を根拠とし，規定されてい

る。 しかもそれらは資本主義的生産関係の本質に由来する諸矛盾をもつから
，

これを反映して租税や税制度の構造は必然的に矛盾を内包せざるをえない。そ

して，このような諸矛盾は新たな租税の創出や再編成，あるいは税制改革の起

動力とな っていく 。これはいわば，矛盾の摘出，総括の方法とよぶべきもので

あり ，租税論だげでなく ，財政学から目本経済論におよぶ教授の全研究を貫く

方法的特質である 。

　第二に教授は，税務行政の経済的杜会的基盤あるいは技術的条件，およぴそ

こに内在する諸矛盾を解明する 。当然のことながら，租税制度は杜会の上部構

造であり ・国家の最も重要な権力的活動の一つである 。ある租税が資本主義の

現実に照応し，いかに政府の要請に応えうるかを明らかにするとしても，それ

だげでは租税論としては不完全である 。特定の租税が定立するということは
，

国家が課税対象を行政的に把握し，税として強制的に徴収できるはど物質的ま

たは技術的条件が成熟していることをあらわしている。同時に税の構造自体に

内在する諸矛盾は，税務行政の局面でも多かれ少たかれ発玩しないわげにはい

かたい。これは，課税対象の捕捉と徴収のシステムが大量行政として保障され

る条件といいかえてもよいが，租税論の基本問題として重視すへきだというこ

とである 。

　２　所得課税論

　われわれはここでは，教授の現代租税論のうち主として所得課税論をとりあ

げる 。教授は間接税論や地方税論についても，これに劣らたい業績を残してい

るが，紙幅の制約から割愛し，その本領を発揮した所得課税論の特徴を概括し

たいと考える。その構図はすでに６４年論文なとで描かれていたが，一層明確な

形で理論化したのが，７３年論文である 。教授の所得課税論は二大支柱をもつ
。
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一つは，その生成発展の根拠ないし必然性の問題である 。所得課税発展の背景

には第一次，第二次世界大戦期の戦費急増や国独資的な支出膨張があり ，それ

に対応するために膨大な財源的葵付けか不可避とな った。そのさい税制面では ，

他のあれこれの税ではなく ，先進諸国が共通して所得課税に依存したのは，結

局のところそれのもつ多収性と弾力性に負うている 。

　いかにしてそうであるか。教授はまず所得税システムの登場を，それまで税

制の主役であ って収益税の限界の露呈と矛盾の激化に求める 。収益税系統の税

種は資本主義の発達とともに，当初の単純な外彬基準による課税方式から収益

価格や賃貸価格を課税標準とするものに，さらに人的考慮の部分的採用を含ん

だ所得標準の出現まで大きな変容を遂げる 。このような変化は，単純な外彬課

税をもっ てしては税の負担力をまがりなりにも捕提しえたくな ったことによる

が， 同時に税収増加の必要，つまり税負担引上げの要請がそれを顕在化させる

契機とな った。そのようにして変容を余儀なくされた収益税ではあ ったが，そ

れにもかかわらず，高度税収の要請にたいして明らかな限界をもっ ていた。物

税的比例の負担構造をもつ収益税は，たとえ所得標準を大幅にとり入れたとし

ても所得分配彩態の多様化には応じられない 。

　教授は所得課税制度の特質を，高度税収の要請に適合的な二要因に焦点をあ

てて検討する 。納税老単位に計算された所得を課税標準とすることが，多収性

の第一要因とたる 。一方では所得標準が高度に発達した資本主義における分配

構造の多様化と貧富の蓄積のもとで，担税力を包括的に把握し，また高い租税

負担に耐えうるより客観性のある基準となりうること，他方では同じ事情が所

得の源泉における個別的な把握にかわ って，納税者単位での所得の総合把握の

必然性を前面に押し出すことである 。

　だが教授の本領は，そのような適合的側面とともに，所得標準の問題点を一

層掘り下げたことにある 。「所得の無概念性」の問題自体は，多くの財政学者

の共通の認識とな っていた。具体的には，一方で本質的に利潤ないし収入から

のたんなる控除にすぎない支出を費用として計上させるかたわら（利潤の費用

化），他面では本質的に費用であるべき支出が，収入からのたんなる支出とし
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て費用から除外（労働力の再生産費用）されるという理解である 。これをふまえ

て・ 教授はさらに，担税力の指標となる所得はその性質によっ て負担力を異に

するのであ って，問題の焦点は，それらを同質の所得として取扱うところにあ

るとして次のように述べた。「資本と労働の差異を没却する無概念性の批判だ

げでは十分でないのであ って，独占，さらにそれが国家力能と結合しそれを私

的な利潤としてとりこむ国家独占資本主義的な利潤の性質が明らかにされなげ

ればならない。…… 今目の所得税システムが担う多収性が，主としてどのよう

な方向に向げられた多収性であるのか，その特殊な構造を理解できるはずであ

る。 」（７３年論文，１３０～１３１べ一ジ）

　所得税システムに特有の制度である累進課税についての教授の独自性は，そ

の経済的基礎ないし必然性と内部にはらむ尖鋭な矛盾を，見事な論理で総括し

たことにある 。累進負担制度を必然化させるのは次の事情である。第一に，多

額の税収が要求される段階で比例的構造をもたざるをえない源泉別課税が，税

率引上げの限界に逢着するとき，累進構造をもつ所得課税システム 以外に税収

確保の手段はないからである。所得を個別の源泉でとらえる初期の源泉別課税

または分類所得税のもとでは，高度の累進負担を課することが非常に困難であ

り， 逆に高度の負担を要求する場合には負担のアソバラソスが許容できたいま

でに拡大せざるをえない。第二に，貧富の蓄積の進展を背景として，納税者ご

とに総合される所得標準が，それを可能にする 。その含意は次の如くである 。

納税者単位ごとに所得を総合するさい，あらゆる性質の収入が無概念的に均質

化される操作をともな っている 。このことはとりもなおさず，量に還元され ，

それに蔽われた担税力の質的相違を累進税率という量の大小で把握する必然性

を用意したものとみるのである 。

　所得の総合を前提とした累進課税制度は，基本的には二つの力の対抗（独占

と労働者階級を中心とする国民諸階層）のうえに現実彩態がもたらされるが，そこ

には重大な矛盾がある 。一方では独占利潤やその分配局面での課税においては ，

課税所得の把握がきわめて不完全であるとともに累進負担を制限する課税率の

操作（所得の一定の高さにおいて累退比例税化）や累進税制を無効とするシステム
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（法人所得にたいする軽度の比例税率，分離課税など）によっ て累進税制度の実質 ，

したが ってその多収性は大きく制限される 。これと反対にそれは中層以下の

国民大衆への課税をより合理的に追及する手段として発展させられる 。その特

質は，　般的には次のように規定できる 。所得範曉の無概念性を基礎とし，累

進税率のむしろ大衆所得捕捉のための運用（人的諸控除の実質的引下げ，低い所得

水準からはじまっ て急激に上昇する累進税率）によっ て完成すると 。

　所得税 ！ステムが税制の中軸として定着てきるのは，税務行政の条件，すな

わち所得が課税所得として把握され，一定の課税率にしたか って税として強制

的に徴収される条件が，矛盾を内包しつつ成熟するからに他ならない。この点

もまた教授によっ て明快に示された。基本的な条件は二つある 。第一に，多数

の納税者自身の手許で資本主義的な利潤計算の制度（資本制的簿記記帳）か発達

し， それが税務行政の核心たる所得の捕捉と徴収のシステム を大量行政として

保障する条件とたる 。税務当局もまた簿言己記帳の奨励を行政の最重要課題に押

し出すが，他面では巨大化した株式会杜カ沙数の大株主資本家によっ てその経

営を掌握されるとともに，簿記記帳は利潤の隠蔽など会計操作の技衛としても

高度に発展させられる 。第二点は，資本の集積集中の遇程で国民所得のますま

す多くの部分が，少数の巨大企業やそのグノレープを通じて分配されるようにな

ることである 。このような現代の分配構造は，課税当局が企業との連携によっ

て所得税行政の基本部分を占める課税所得を，大量かつ組織的に捕捉すること

を可能にした。給与所得にたいする源泉徴収制度は，そのような条件が高度に

利用された典型である 。しかしなカミらそのような条件は，所得課税の全 システ

ムに生かされるわけではない。給与一賃金支払いへの課税とは対照的に，独占

利潤の分配や資本的所得にたいする捕提の制度はきわめて制限的にしか機能し

ない。その理由は，一方で会計技術的に利潤の分配が隠蔽されやすく ，行政が

それと癒着しているからであり ，他方では支払い源泉で捕捉される場合に例外

なく軽度の均等税率とされるからである 。しかもそれは，資産的所得にたいし

て総合累進課税をやめ，分離課税として実施されることが多いのである 。

　だが，現代税制の主役に君臨するかのようにみえる所得税システムは，国に
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よっ て程度の差異があるが，その現実が内包する諸矛盾のゆえに，つねに動揺

せざるをえない。その主因は，国独資的な独占保護の税制度が，もともと所得

税制度にもとめられた実質的な累進負担の要求を拒んでいるからに他ならない
。

そして高度税収の要求がい っそう高まるにつれて激化する諸矛盾は，所得課税

を含む全税制の再編成を不可避とする起動力にな っていくと結論つげたのであ

る。

　６７年論文は，法人課税の論理を解明したものである 。近代的所得税制度は株

式会杜の発展と軌を一にしてきたが，そのことと並行して所得課税の不整合が

ますます拡大してくる 。所得の人的総合および累進課税という所得課税の基本

構造の中で，顕著に増大した内部留保への課税をどのように構成するかという

問題がそれである 。教授は法人課税の発展史を三つの時期（単独の法人源泉課

税システムから，過渡期を経て固有の法人税の成立へ）に区分し，所得課税とその基

盤自体に内在する矛盾の拡大こそ，その展開を促した要因だとする 。教授が実

際に叙述したのは第一期と第二期であり ，段階的発展の必然性に分析の力点が

おかれた 。

　その転換の核心は，たとえぱ次のように総括される 。第１期というのは法人

たる株式会杜の利潤がすくれて株主の所得としての意味をもっ ていたことから ，

所得課税の対象たる株式会杜利潤は株主の個人所得の源泉として把握され，こ

こでは固有の意味での法人税の観念は成止していない。第２期に採用される課

税方式では，一方で法人を独立の課税主体として扱う方向を漸次押し出しつつ
，

それと並行的に個人段階での総合課税方式を実施する 。この転換を不可避とし

た要因は，二つの面から考察される 。一つは，個人段階での累進課税の進行に

よっ て， 法人 レベノレでの比例課税との矛盾が，所得税の課税組織を混乱させか

ねないほどに拡大することである 。独占段階での貧富の蓄積と財政膨張にとも

なう税収増加の要請は，所得課税の全構造におげる累進負担の実質化を余儀な

くするが，これと法人源泉打切り課税は両立しえなくたる 。第二に株式会杜の

実体変化（資本的大株主層と大衆株主層への分化，利益留保分の増大と経営支配層の移

成）によっ て， 第１期の課税方式の存立する余地がなくたる 。この段階にたる
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と株式会杜は，利潤増大に対応した利潤への課税率の引上げを背景とし，そし

て大株主による会杜支配を推進軸として，計上利益の留保だげでなく ，さまさ

まな移の企業内留保と株主以外への利潤の分配を漸増させ，それを損金として

処理しつつあるからである 。

　問接税論については，現代税制において問接諸税が，大衆所得税とならぶ特

徴的な税構造になること ，　般的間接税（一般売上税ないし付加価値税）を有し

ない税制において，問接税の中心となる個別消費税の条件と制約を明確にした

ことなど，注目すべき成果がある 。しかし，ここでは一般売上税の創設が執勧

に追求される租税論理を，すでに１９６４年の段階で指摘したことに言及するにと

とめる 。それは二段構えで説明された。一方では問接諸税増徴が所得税の一重

の意味での困難（納税者数の激増などによる大衆所得税の困難，高額所得層や大企業

の直接的負担の引き上げにたいする低抗の強まり）を背景にしていること 。そのう

えでもともと制約のある個別消費税について，その増収がぎりぎりまで追求さ

れるが，高度税収の要請が急速に強まるなかで，それが明白な限界につきあた

るとき，それを克服するものとして一般売上税導入が現実の目程にのぼるとい

うのである 。

　戦前以来わが国では，四たぴ　般売上税（一般消費税）の創設が試みられ失敗

たいし挫折し，今また新型間接税という俗称で準備が進められている 。その租

税論理は，教授の６４年論文「租税」において明確に把握されていた。間接税論

そのものは，概ね構図を描いただけであ ったが，それは後続の研究者たちにと

って重要な理論的指針となるのである 。

　３　ｒ高度成長期」の日本税制分析

　目本税制分析は，租税理論の応用であるとともに，日本財政論の重要な一環

に位置づげられてきた。教授はこの領域では，占領期，シャウプ勧告以降，高

成長期の各税制分析，近時の税制改革問題などに優れた業績を残された。占領

期の分析も当然高い価値をもっ ているが，ここではｒ高度成長期」税制論に焦

点をあてて論評することとする 。
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　「高度成長財政」の研究は，７０年代前半におげる最大の業績の一つであり ，事

実上，批判的財政学の最も代表的な高度成長財政論とみなされている 。その成

果は，主として次の論文「高度成長期財政の構造」（１９７４年），「目本財政論の一

つの視角」（１９７６年，両論文ともｒ日本経済の財政理論』所収）にまとめられている 。

　教授において高成長財政の構造は，第一に局蓄積を支え導くための財政のい

わは機能面，第二にそれらを裏つげる財源的基盤の面から総括された。財政が

高成長に果たした諸機能は，戦略産業のための公共投資の展開など五点にまと

められていたが，高度の資本蓄積税制はその一つとして重要な位置を与えられ

る。 従来の目本税制論では，目本資本主義の全構造と十分かかわらせて論ぜら

れることがほとんどなく ，この点で租税分析としての十分な掘り下げが決定的

に不足していた。したが って，税制批判の内容も　般的な大企業優遇税制批判

にととまり ，目本資本主義の蓄積の主導方向にたいする有効な批判とたりえな

かっ た。 教授の研究は，まず第一にこのような限界を克服するものであ った 。

そのポイソトは「高成長期の資本蓄積税制は成長の主導部門をなしていた工業

部門独占（教授のいう素材型およぴ組立型の重化学工業，筆者注）の蓄積にピ ッタリ

と接合して，またそういう内容をもっ た大企業優遇の税制として形成発展せし

められてきた」（１１３ぺ一ジ）というものであり ，具体的には次の二点があげら

れた。その一は，企業の損益計算にかかわる 。とくに６０年代以降，一方で租税

特別措置による蓄積促進の効果を急速に拡大した量的水準で享受しつつ，同時

に償却政策がその要として前面にでてくる 。しかもそれは個別機械を対象とす

る特別償却に代わ って，機械装置一般の加速度償却が主軸におかれるようにな

ること ，そして輸出や技術開発奨励措置など個々の優遇税制が償却政策を中心

に組み立てられたことである 。第二に，法人税率引き下げの効果は，高度成長

下で重化学工業が高利潤の態勢を整えたことによっ て， 最大限に発揮された 。

課税所得が低位であ った昭和２０年代には，基本税率の引き下げはそれほどの意

味をもたなか ったが，高利潤態勢の確立こそ税率引き下げに本来の意義をもた

せる 。その一環である配当分軽減の措置も，高利潤態勢とともに増大する株式

資本のウェイト ，したが って法人所得から支払われる配当分の増加にみあ った
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ものであ った 。

　教授の功績の第二は，膨張財政の最大の物質的基礎としての税制，つまり自

然増収装置の内容を定式化したことである 。教授が物質的基礎と呼ぶものは ，

租税の他に税外負担（杜会保険料，いわゆる受益者負担とされる使用料手数料，公共

料金たど），国家資金，財投原資，さらには政策支出の重点化を保障する「財政

合理化」までを合んでいる 。財源基盤の根幹をなす税制は，高成長期に「自然

増収ツステム」という独特のメカニ ズムによっ て， 積極政策のための財源的裏

付げとた った。教授にあ っては，このメカニ ズムは単に税財源の問題だけでな

く， 財投原資にまでおよぶ広範なひろがりをもっ ていること，さらにそこにビ

ルトイソされた政策的た増収の方式と ，彩式上もあからさまた増税増収の手段

が合一された全体だという認識であり ，税制はその最重要の一環であ った。そ

のうえで税収面でのきわだ った特徴を，一方で税法上の減税措置をくりかえし

ながら，他方で積極膨張財政を裏打ちする税収入の増加を達成したことだと規

定する 。そしてそれを可能とした税制構造が三点，法人税，所得税，問接諸税

と財産税，のそれぞれについて的確に分析されたのである 。

ＩＶ　租税研究の新展開

　１９６９年から７０年にかげて１年余，教授は英独仏伊を中心にヨーロッバ諸国を

視察（留学の形式）された。ヨーロヅバの資本主義の現実を直接，見聞調査され

たことをもとに，帰国後いくつかの課題に敢り組まれるが，その一つが租税論

を豊富化する試みであ った。教授の租税研究は，７０年代を通じて新しい展開を

みせる 。それを簡潔に要約すれぱ，６０年代におげる現代税制の批判的分析から ，

国独資税制批判の方法論，およびこれにもとづく税制改革論の構築へと飛躍を

遂げた時期であるといえる 。

（５６９）
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　１　方法論の成熟

　教授の研究の軌跡をたとると ，７４年論文でほぼ完成する新しい方法論は次の

事情を背景として彩成されたことが理解される 。一つは，とくに１９６０年代の目

本や欧米の高度経済成長、それに果たした財政や税制の役割の批判的総括を基

礎としていること 。第二に，ヨーロヅバ主要都市の調査，深刻化した目本の都

市問題の分析作業である 。ここでは，都市問題をかなりの程度まで解決してき

たヨー回ツバにおける税財政上の鍵は何であ ったか，わが国で都市間題を解決

できないでいる税財政面のポイソトは何かを探ることが，教授におげる間題の

焦点であ ったように思われる 。

　新しい方法論は，７４年論文「租税論」においてその構図が示された。教授は

従来の税制批判の立脚点に一ついて，次のように説明する 。一つは，利潤費用化

の間題（この延長線上に投資階層あるいは高所得層への優遇，誘導の税制を合むと考え

る）である 。その二は，「独占的高利潤にたいする累進負担の原則」（７４年論文
，

１０８ぺ 一ジ，独特の表現に注意せよ）にかかわるものである 。従来の立場をこのよ

うにおき，その一定の意義をふまえたうえで，しかし国独資体制のたかでその

ような高利潤　般の累進捕提や，　般的な利潤隠蔽の暴露＝利潤費用化批判と

いう立脚点だげでは全く不十分であり ，そこには明らかな限界があるとする 。

教授が租税論豊富化の中心課題として設定したのは，二点である 。一つは，国

家独占資本主義と規定される今目の資本主義の蓄積様式が，所与の税制によっ

てどれだけ捕捉され，または捕提されていないかという観点から税制批判を行

うことである 。これは税制改革という実践的観点からは「国独資的な巨大な蓄

積機構の，個々の蓄積の諸源泉または，その行動様式にいわ注『受益』と『原

因』追及の観点からメスをあてること」（７４年論文，１０９べ一ソ）だとする 。他の

一つは，右のような税制批判を財源配分論の視角からとりあげることである 。

これを特別に抽出するのは，現代におげる地方自治と税財政問題の重要性のゆ

えであり ，配分論を欠いた租税論は今目十分な有効性をもちえないという認識

からである 。この点はこの節の後段で言及される 。

　ここでわれわれは次の点に注意しておきたい。税制批判の新しい方法がさし
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あたり企業課税の問題を想定して構成されるが，それは直接的な意味でのそれ

（法人税，事業税）だけでたく ，当然企業から配分をうける諸個人の課税の問題

を包合し，国独資下の課税システム 全体の批判の方法として樹立されるという

ことである 。教授が比愉的にｒ費用の利潤化批判」とよぶ視点は，そのような

意義をもっ て論理的出発点におかれた。これまでの立脚点であるｒ利潤の費用

化」問題は，利潤とその蓄積を過少評示することによっ て， 租税，賃金その他

いわゆる杜外流出費用を圧縮し，それを累進的蓄積のテ コとしていることの批

判にその主眼をおいていた。安定的に高利潤つまり独占的利潤が存在するとき ，

利潤の費用化やその隠匿が大きな意味をもつのであるが，より重要なことはそ

のような持続的高利潤が国独資的た国家の力能，とくに財政活動（現実および

将来の）の効果を独占的高利潤として実現したものだということにある 。いい

かえると国家の諸活動がなげれぱ，企業の直接的な費用負担となるべきものが ，

国独資的な財政諾活動に実質帥こそれらの費用を負担させるために（費用の利潤

第１図費用利潤化の視点

　　　独｛利澗　　　　　費胴（企）、コスト）

ユ． 「利澗の費川化」

　（ｆ走未の脱点）

１／

〃。利澗の費川化
：　／

脱法 ．Ｌソ）貨川

「貨川 ・つ利洲ヒ」

（従未の視点を包摂した
ものと←て（つ祈しい硯点）

淋跳利澗
↑１＾モ」しノ立一迂ハ」ｉし

　　　　　税法Ｌの費閉

’え 一１１１１の企業 コスト

実十＿質国利壊澗棄
，パタ焔の茎烈蛭 木木○１榊１

国’家が角担しない
合の賀用）

利澗（つ費川化

澗負１

　的
　利　　　化の
　１閏　　　幻
　）　　　　才甘
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化）独占的高利潤の源泉に転化するのである 。このように考えると，「利潤費

用化の視点」は「杜会流出費用の圧縮」という観点から，より高次の概念たる

「費用利潤化」に包摂されることになる 。この関係を図示したのが第１図である 。

　この新しい高次の視点は，一言にしていえは今目の税制，とくに企業課税の

問題を国独資の特殊な蓄積様式，とりわけ財政の活動を私的た利潤として内に

とりこむ構造（不払費用の利潤化）とのかかわりにおいて究明するということで

ある 。現実および将来の財政活動を私的な利潤としてとりこむ関係は，相互に

関連する二つの基本形態に区分される 。一つは，第一次彩態とされる不抵費用

の利潤への転化そのものである 。他の一つは，二次形態つまり ，この関係が擬

制資本化されキャピタノレ ・ゲイソとして実現する場合である 。筆者の整理では ，

これら二つの基本型の構造および具体的諸形態は，第１表のようにまとめられ

る。

第１表不払費用利潤化の諸形態と公的負担の関係表

基本彩態

Ｉ．
第１次彩態

（鱗瀦扉）

皿． 第２次彩態

（１蝉）

価値移転または資本化
のブ ロセス

具体的諸形態

ａ　受益の直接性一独占企業の
１不変資本節約

（直接的な価値移転）

ｂ　受益の問接性一迂回的媒介
如価値移転
（１）広義の賃金（労働力の価値）

　の引下げ
　（教育，福祉，生活環境）
（２）非独占部門の費用節約

　（中小企業，小生産者）

｛
¢個別的利益

　（排他的利用）

◎一般的利益
（共同的利用）

ゆ個別的利益
｛＠一般的利益

　個別的利益

｛＠一般的利益

ａ’ 土地増価二雌ヒり益 膿簑篤面上昇

ｂ　株式値上り益

（有価証券一般）

＠創業者利得

｛＠株式譲渡益

＠未実現の株価上昇

公的負担の彩式

税外負担
（鰹碧妻苧）

諸税制度

　過金
諸渡制
税的度
制に
度負
　担

注： 加藤教授の７４年論支「租税論」他にもとづく

　第一次彩態から最少限の コメソトを加えておく 。第　に，独占企業が財政活

動の効果を不払費用として利潤化する関係は，価値移転（企業費用の節約）のプ

ロセスの特質に応じて，直接 ・問接の区別が立てられる 。受益の直接性とは ，
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価値移転が無媒介に行われる場合，つまり国家力能を内に引き入れた独占企業

の不変資本節約の運動だとする 。問接性とは迂回的，媒介的な関係であり ・

公共経済を通じて移転される価値が，い ったん独占以外の諸部門に移し入れら

れ， それを径由して結局独占企業の費用節約＝利潤化となる関係をあらわす 。

その中核部分は労働力の価値の引き下げ（広義の賃金部分の節約）であり ，これ

に広範な非独占企業群（中小企業，小生産者）にたいする公財政の負担が加わる 。

　第二に，直接 ・問接の区分がそれぞれ，さらに利用の個別性と　般性（共同

性）という観点から，具体的諸彬態に分類される 。個別的受益にたいする負担

の彩態は主として，使用料，手数料，公共料金（最狭義の受益者負担といいうる）

であり ，　般的受益にたいしては諸税負担（一般的利潤課税，事業税，国定資産税

なと）が対応する 。新しい方法的止場が狭義の租税制度にとどまらず，諸負担

金から料金制度を含んで公的負担のありよう全体を視野にもつことは，当初か

ら志向されていた。ここにいた って，その全姿をあらわすというべきであろう 。

　二次彩態に関しては，まず両次形態の関連に注意が払われる 。それは「一次

彩態たる不払費用利潤化を前提とし，継続的および累進的にとらえられた１い

わばその体制の総体を擬制資本化し，資本利得として個別資本（独占企業）の

手もとに実現される利潤なのである」（７４年論文，１１４～５へ 一ソ）そして問題の

焦点には，土地の値上り益＝土地増価ならぴにそれを包摂してより　般的なま

たは高次の実現彩態である株式会杜制度を通じたキャピタノレ ・ゲイソカミすえら

れる 。

　ｒキャピタノレ ・ゲイソ課税としての土地税制」の問題では，国家支出と土地

の擬制資本化の関連（土地に関連した国家支出が位置を改良し，そこから特別の差額

地代を発生させ，それが地価値上りの基礎となる），今目の土地取扱資本の特質（流

通資本，土地造成資本という二重の性格）をふまえて，土地税制批判の要点が示さ

れる 。重要だと思われる若干について，敷術しておきたい。一つは・大法人企

業こそ現実に土地値上り益：土地増価への課税の第　義的な客体だとしたこと

である 。大手不動産資本は伝統的に大土地所有者であ ったが，今目では建設業 ，

運輸倉庫通信業，製造業，総合商杜たどの大企業が巨大な資本力や技術力・情
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報力を基礎として大ティヘ肩ツバー に成長し，造成土地（土地付住宅，マ：■■ヨ

ソ・ 都市再開発を含む）の供給において支配的シ ニァを獲得するとともに，開発，

再開発可能な土地を大量に集中するに至ったからである 。これにたいして中小

の不動産資本，開発業者や原土地所有者（農民なと）も，土地値上り益の配分

をうげているのはたしかであるが，それらは，あくまでも第二義的位置にある

にすぎない 。

　第二に，土地と株式にかかわる各キャピタノレ ・ゲイソは，単純に並列される

二種類のそれであるわげではたい点である 。土地の資本化は，ある場合には実

際の土地の売買差益を経由し，他の場合にはそれとして自立することなく株式

資本の形であらわれる（これが主力となる傾向にある）のであり ，この意味で土地

と株式は彩態を異にしながらも，より高次のかつ総括的形態としての，株式資

本の擬制資本化に集約されるのである 。

　株式を通じたキャピタノレ ・ゲイソ，およぴそれへの課税の間題については ，

次の三点に言及しておく 。第一に，株式会杜を通じて資本化され，獲得される

今目のゲイソは，資本利得　般ではたく ，国独資的た特徴を濃厚に刻印されて

いる 。国独資的な国家支出は，一次的にそれを直接間接に利用する資本，とり

わげ独占企業の手許で超過利潤に転化されるが，この関係がくり返して継続さ

れるとき，すなわちそれが機構化されるとき，支出の効果は擬制資本化され ，

キャピタノレ ・ゲイソを生み出す。現代の国独資は，国家支出の効果を全体とし

て・ しかも先取り帥こ独占企業に，株式を通じてキャピタノレ ・ゲイソを獲得さ

せる構造を彬づくっ てきた。第二に，企業が直接収取する資本利得の典型は ，

創業利得としての株式プレミアムである 。それは通常，額面価格をこえる発行

差額として把えられるが，多様な合併，減資差益たどもこれに加えられる 。問

題のポイソトは，このような創業利得が今目すぐれて国家力能を独占企業の蓄

積として私的に転化する関係の創業だということにある 。だが，現実の税制は

この創業利得を資本取引の範曉に含めることによっ て企業の損益から除外し ，

法人税の負担を免除している 。それのみたらず，株式のキャピタル ・ゲイソに

たいして　般に局度の優遇税制が形成され，そのことがすべての超過利潤の資
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本利得への転化を促進する関係にある点も強調された 。

　教授の新しい財源配分論は，上述の税制批判の方法の適用として展開される 。

その含意は，一方では今目の独占企業が公共支出の効果をとりこむ関係のなか

に， 配分論として不可欠の問題点を追及するということ ，他方で諸税負担が財

源として充当される配分関係に適切さを欠くとき，負担関係も歪曲されるとい

うことである 。地方財政に即していうと ，それが必要とし，かつ現実に支出さ

れる費用の性質に応じて財源が保障されないことにあたるが，ここにこそ，自

治体財政の破壌や地方税の大衆課税化を不可避とする要因があるとする 。

　教授は地域的配分（中央と地方，地方団体間）と並んで時期的配分という基準

を提起する 。それがとくにもち出されるのは，一つに公共投資の先行的性格と

多用な信用財源との関係が強まっ ていること ，第二に潜在的に杜会に転化され

た費用があと追い的に財政需要として顕在してくる問題，の重要性のゆえに他

ならない。時期的配分論は，「先行投資財源の負担移態」と「あと追い支出の財

源配分」のそれぞれについて展開される 。前者に関しては，次の点に注目すべ

きである 。企業立地や企業誘致の場合，杜会資本への先行投資の必要は，その

ための費用の先行的支弁を必要とするが，土地増価はまさにこのときに，予定

される立地の利便の増進が擬制化されて生ずる 。現実には国家投資よりも先取

り的に地価が上昇することが多いのであるが，この相関関係のなかにこそ，先

行投資財源の企業負担の基盤がある 。後都こ関しては，土地税制をはじ。めとし

て， 公共支出の結果を企業次元で捕捉する多様な負担制度が，すぐれて地方税

源としての性格をもつことを解明した点に注目しておきたい。土地にかかわる

キャピタノレ ・ゲイソはとくにふさわしいのであるが，それが主として現実およ

び将来の地方財政の働きに起因していること（豊富化された応益原則），第二にそ

れへの課税が税源の地域偏在を回避しうること（普偏性原則）にもとづくからで

あっ た。

　われわれは，この節のまとめとして教授の方法論の　般的枠組みの特徴を再

説しておきたい。筆者によれぱ，それは第一に，独占企業の蓄積を基軸概念と

して国独資的な国家活動とくに財政活動と課税制度を統一的に把握するもので
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ある 。このことは，国独資下の租税原則論が能力原則だけでなく豊富化された

応益原則にも立脚することが必要であることを示している 。第二に，国独資下

の公的負担論を狭義の租税制度にととまらせることなく ，負担金，料金制度を

含んだものとして総合的に考察する 。ここにはきわめて広範かつ論理次元を異

にする複雑な諸問題があるが，これらを首尾一貫性をもっ て解決しようとした 。

教授はこの方法的止場をもっ て， 壮大な体系をもっ た国独資税制論ないし公的

負担論の構築を展望したのである 。

　２　税制改革論の構築

　教授は１９７０年代後半から８０年代にかげて税制改革論に心血を注いで取り組む
。

先述の国独資税制批判の方法は，７０年代初期の地方税財政改革論の探究を一つ

の準備作業として生まれたが，同時に，７０年代後半に構築される税革論の方法

となるものであ った。税革論は国独資下の財政改革論の一環であり ，そのよう

なものとして位置づげられていた。教授が税革論を展開した主な論稿としては ，

「町税制度の間題点と改革の方向」（１９７２年），「租税論」（７４年），「財政改革論」

「国と地方の財政関係論」（７８年），「民主的財政改革への道」（８２年）をあげるこ

とができる 。７８年論文において，税革論の骨格が示され，８２年論文ではい っそ

う具体的次ものとな っていく 。ここでは，税革論におげる地方税問題の重要性

を改めて確認したうえで，８０年代以降激しい論争下にある国税のそれを中心に
，

教授の税革論の位置と特徴を要約しておきたい
。

　最近の税革論には，大きく分げて三つの理論的潮流がある 。一つは，所得課

税（所得税，法人税）の現状がかかえている問題点が，この課税方法に固有の ，

解決のほぼ不可能な限界であるとみなし，所得課税の廃止を主張しないまでも ，

その地位を大幅に下げるべきだとする 。それに代わ って消費課税（一般消費税＝

一般売上税，または支出税＝消費所得税）中心の税体系を構想する 。わが国では貝

塚曹明，野口悠紀雄両教授たとを代表者とする 。現在なお抽象的議論のレヘノレ

にとどまっ ており ，少数説ではあるが，所得課税の批判と新税導入の主張は徹

底しており ，実際の影響力は無視できない。その二は，所得課税の間題点を累
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進課税の実質化の方向で解決することは困難であるかふさわしくないと考え ，

むしろ累進課税を緩和して税制におけるその地位をある程度下げ，代わりに一

般売上税（具体的には付加価値税）を導入して，間接税たいし消費課税の地位を

引き上げることを主張する潮流である 。ここには ニュ アソスを異にするさまざ

まな考え方がある 。所得（ヒト），資産（カネ），消費（モノ）への課税のバラソ

スを重視する最適課税論（本間正明教授たど）はその理論的止場を代表する 。わ

が国政府のこれまでの税革構想は事実上，これを理論的支柱としているとみな

してさしつかえない 。

　第三のものは，所得課税の民主的再建（単なるシャウプヘの復帰ではない），つ

まり総合累進所得税の実質的な確立と大企業への適正な課税を二大支柱とする

税制改革を構想し，　般売上税＝大型間接税の導入を否定する 。教授が，この

潮流を理論的に代表してきたことはいうまでもない 。

　教授がこのような税革論を樹立されるのは，これまでみてきた現代税制論の

特質からして必然的であり ，また徹底した理論化は教授においてはじめて可能

とな ったものと思われる 。二つから成る中心的柱の要点を示しておく 。

　（１）総合累進所得税の実質的確立

　一方では最低生活費免除と勤労所得への軽課，他方では高所得，とりわげ不

労的所得へのより高度の累進負担原則の適用。この原則を実現する最良のシス

テム が法人個人を含めた総合所得税（部分的に所得の性質による差別課税を併用）

であり ，そのために必要な諸控除（税額控除をより多く活用）と税率の組み合わ

せによっ てきめ綱かい方策を実行する 。所得の総合的把握にあた って問題とな

るのは，利子，配当，地代などの資産的所得および法人個人を含めたキャピタ

ノレ ・ゲイソである 。総合課税をより完全なものにするためには，税務行政の改

革（その基本は，納税者の協力にもとづく申告税制度を充実すること ，これまでサポタ

ージュされてきた大企業や金融機関からの必要な資料提供を県障することにある）が前

提となる 。所得の総合的課税制度とならんで ，法人個人を通ずる資産ストソ ク

ヘの一定の課税をその補完税として設ける 。目本の場合固定資産課税をのぞい

て， 貨幣資産をふくむ　般資産課税のノステムを欠く現状を改める 。
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　（２）大企業課税の適正化

　既存税制に濃厚に残存する特恵制度の廃止。大企業の高収益（その少なからぬ

部分は外部経済の結果でもある）を捕提するために一定の段階税率を導入するこ

と， さらに内部留保への累積課税の採用が課税の公平を達成する見地から不可

欠である 。これらの諸方策は公平税制の目標に沿ったものにすぎたいが，その

結果として大企業を中心としてかなりの税負担の増加は免れない。この場合に

販売価格の引き上げなど負担の転嫁が問題とたるが，民主的改革過程での大企

業行動への観制の効果が，独占的な転嫁行動への歯止めとなりうる 。

　税制の基本にふれる改革は，１９８０年印」後よりいくつかの先進諸国（イギリス
，

アメリヵ ，ヵナダ，オーストラリァ，ニュージーラソド，目本など）で取り組まれて

きた。アメリカは，財務省報告「公平，簡素およぴ経済成長のための税制改

革」（１９８４年）にもとついて，税制改革案を成立させ，８７年１月より実施に移し

た。 目本では，８６年秋に「税制の抜本改革案」がまとまり ，１０８通常国会でそ

の成立がはかられたが，国民諸階層の強い反対をうげて一たんは挫折した。中

曽根税革と呼ぱれたものは，所得税の累進税率の緩和（税率区分を１５から６つに
，

最高税率を７０劣から５０船こ引き下げ），法人税率の引き下げ（基本税率を４３．３劣から

３７．５劣に），利子課税の再編と小額貯蓄非課税制度（マル優制度と俗称される）の

廃止，売上税（消費型付加価値税）の導入という四点を柱としていた。このうち ，

マル優廃止と新しい利子課税（一律２０％の分離課税）は，つづく臨時国会に提出

され，成立をみた（８７年９月）。

　教授は目本を含む先進諸国の税制改革の動きについて，重要な発言を行って

いる 。「総合累進課税制度を破壌する中曽根『税制改革』一マノレ優廃止の根本思

想を問う」（１９８７年９月）がそれである 。ここでは教授によっ てはじめて系統的

に指摘されたとみられる本質評価にかかわる間題についてふれておく 。それ
は， 最近の税制改革の根本の考え方に関するものである 。これまでの税制は ，

実態に相当の差異があれ，広い意味で法人税を含む所得税中心であると同時に ，

総合課税と累進負担ということを基本にしていた。しかるに各副こおげる税革

はこれを改編し，税率構造をフラ ット化（一律税率の採用と ，したがって最高税率
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の引き下げを主内容とする）することに本質的特徴があるとする 。レーガソの税

制改革はその典型の一つであり ，所得税についてそれまでの１４段階（１１～５０劣）

から２段階（１５，２８劣）に，法人所得税については，５段階（１５～４６劣）から３

段階（１５，２５，３４劣，財務省報告は３３劣１本の税率をめざした）に変更することを中

心内容としていた。ヒれが意味するのは，最高税率の引き下げと累進税率 ・段

階税率の緩和であり ，これによっ て独占企業やそこから分配をうげる高額所得

層が最大の恩恵を享受することになる 。レーカソ政府にあ って付加価値税（一

般売上税）の導入は，今回こそ見送られた。しかし，この課税方法は一本の税

率（比例負担）を基本構造とし，税制のフラ ヅト化の極致であるとい ってよい 。

この意味ではアメリカにおいても ，付加価値税は税革の基本思想のところで否

定されているとはいえないのである 。

　先進国の税革に共通する本質を税率のフラ ット化にあるとする見方は，わが

国の税革構想を統一的全体において把握することを可能にする 。先述の中曽根

税革案の四つの柱が，いずれも税率のフラ ヅト化に沿ったものであることは明

らかである 。所得税について税率区分の縮少はアメリカほど徹底していないカミ ，

税率の引き下げは法人税を合んで大幅なものである 。税率を５％の基本税率の

みとした売上税は，税制構造を問接税に傾斜させるとともに，完全なフラ ット

税率をもっ た税制をとりこむという意義をもつ。成立をみたマル優制度の廃止

の問題についても，利子にたいする一律分離課税にむしろその眼目があるとす

る。マノレ優廃止は税率 フラ ット化の一環であり ，総合累進課税否定への突破口

であることにポイソトがある 。利子課税再編成が，所得税免除階層を含んで大

衆増税であり ，高額所得層の負担軽減であることの重要性はそれとしてあるが ，

それだげでは税革全体の構造のなかで本質を把握したとはいえないのである 。

　各国の税革に共通の本質が「税率構造のフラ ソト化」にあるとの把握は，ま

さに卓見といわねぱならない。筆者の判断ではそれは，いくつかの柱をもつわ

が国の税革構想の統一的理解や，国際的な税革動向の総括へのキイ ・カテゴリ

ーだと考えられるのである 。
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Ｖ　批判的 コメソト

　われわれは，主な業績を検討することを通じて，加藤睦夫教授の租税理論の

ほほ全容を素描することができたと思う 。あらゆる論点を正確に総括している

かということでは一沫の不安が残るが，筆者の最重点は教授の学間的貝献の核

心を白目のもとにさらすことにおかれた。筆者によるその紹介はたしかに，教

授の成し遂げた成果を前面にうち出している 。しかしそこには，果たそうとし

て果たせなか ったこと ，不十分またはやや抽象的にすぎる規定や結論があるこ

とも事実である 。達成された成果のうちにその限界は存する 。われわれは，こ

の観点で後続の研究者の課題を整理しようとしたのである
。

　教授の到達点たる国独資税制の方法論と税制改革論について，いくつかの批

判的 コメソトを行っておきたい。一つは，前者に関して，それが依然として

方法論にとどまり ，国独資の税制論ないし公的負担論の体系としては未完成だ

ということである 。個別税制についても鋭いテーゼが多く提示されており ，首

尾一貫した税制改革論からみてもその有効性は高いと考えられるが，それを認

めたうえでのことではある 。具体的には，キャピタノレ ・ゲイソ課税を含んで所

得課税論がより高度に展開されねばならない。この場合，キャピタル ・ゲイソ

課税をつねに総合課税の枠組みで把えるのか，差別課税を併用するのか，併用

するとすればどのようた場合かは，必ずしも明示的ではないように思われる 。

わが国では高度成長期の後半以来，利子課税やキャピタノレ ・ゲイソ課税の条件

や必要がとくに成熟しているとみられるのであるが，経済の国際化や自由化を

視野に入れた経済的基礎の解明も理論的課題の一つであろう 。国際的にみられ

る間接税への志向の解明も ，方法的立場との関連で十分ではない。　般売上税

たる付加価値税が西 ヨーロッパなどではすでに，税制の重要な一部として定着

したかにみえるが，その過程や構造はかなり複雑であ って，目本やアメリカの

場合を含めてこの点の総括が求められる 。この他にも租税以外の公的負担論
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（杜会保険負担，使用料，手数料などの諸負担金，公共料金制度）の体系化，国独資

税制論と最近のいわゆる「小さな政府論」との関係の問題，企業課税と国際競

争力との関係の実証的理論的分析など，かの方法論が展望した領域は広く深い 。

前途遼遠の課題であるが，それらは教授が後続の研究者に託しているというべ

きである 。

　税制改革論については，今多くを語るへきではないであろう 。この問題は現

在激しい論争の渦中にあり ，筆者もまたそれに加わ っている 。租税問題のつね

であるとはいえ，これは特別に強い政治的性格を刻印されている 。税革論その

もの，現実の動向およびその批判的分析などの理論的研究が一応の決着をみる

には，一定の期問を要するということもある 。ここでは税革論カミ深めるべき課

題として，一点あげておきたい。それは教授も指摘したことであるが，独占企

業への課税の適正化と民主的揖制の関係の理論的整理である 。さらにその延長

線上には，独占企業の国有化段階での国独資税制論は，どのように位置づげら

れるかという問題がある 。

　加藤睦夫教授は１９６０年代から現在にかげて，租税論を含む財政学の領域で支

配的影響力を発揮してきた学者の一人である 。それを根源において可能にした

のは何であ ったか。筆者は教授の学問的特徴を次の二点に見い出したい。第

にわれわれは何よりも，業績全体に脈々と流れる批判精神をあげなげれぼなら

たい。それは資本主義の経済的諸関係の総体を批判的に研究するということ ，

その法則性を解明するにあた って従来の学説に厳格な批判的態度，つまりそれ

が何を明らかにし，何を明らかにしていたいかを冷徹に評価する態度をとるこ

とを主な内容としている 。およそあらゆる学問の進歩は，旺盛た批判精神の脈

打つとき，最もよく成し遂げられた。これは教授の研究の軌跡にも明らかであ

る。

　第二に，この批判的精神がすぐれた独創性や構想力と緊密に結合したことで

ある 。これは教授の広く鋭い知的関心と豊富な経験を基盤とし，そこから生ま

れた。租税研究におげるその必然的な帰結が，堅固な論理性に裏付げられた租

税理論の体系であ ったのである 。
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